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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
平成23年１月25日付をもって提出しました有価証券届出書（平成23年７月25日付で有価証券届出書
の訂正届出書を提出済み。以下「原届出書」といいます。）において、信託期間の更新などに伴なう
記載事項の一部に訂正事項がありますのでこれを訂正するため、本訂正届出書を提出します。
　

２【訂正の内容】
＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新・追加＞に記載し
ている内容は原届出書が更新・追加されます。

 
第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１　ファンドの性格
（１）ファンドの目的及び基本的性格

③　ファンドの特色
＜更新・追加＞
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（２）ファンドの沿革
＜訂正前＞

平成９年10月31日　　ファンドの信託契約締結、運用開始
平成13年10月26日　　ファミリーファンド方式の導入
平成18年10月25日　　信託期間の更新

（信託終了日を平成19年10月25日から平成24年10月25日へ変更）
＜訂正後＞

平成９年10月31日　　ファンドの信託契約締結、運用開始
平成13年10月26日　　ファミリーファンド方式の導入
平成18年10月25日　　信託期間の更新

（信託終了日を平成19年10月25日から平成24年10月25日へ変更）
平成23年10月25日　　信託期間の更新

（信託終了日を平成24年10月25日から平成29年10月25日へ変更）
（３）ファンドの仕組み

＜訂正前＞
①　ファンドの仕組み

 
（略）
 
②　委託会社の概況（平成23年５月末現在）
（略）
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＜訂正後＞
①　ファンドの仕組み

 
（略）
 
②　委託会社の概況（平成23年８月末現在）
（略）
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２　投資方針
（２）投資対象
◆投資対象とするマザーファンドの概要
＜アクティブバリュー マザーファンド＞

＜訂正前＞

その他

 委託会社 （略）

受託会社 中央三井アセット信託銀行株式会社

信託期間 （略）

決算日 （略）

＜訂正後＞

その他

 委託会社 （略）

受託会社 中央三井アセット信託銀行株式会社

※監督当局の認可等を前提として合併し、2012年４月１日付で三井住友信託銀行株式

会社となる予定です。

信託期間 （略）

決算日 （略）

 
（３）運用体制

＜訂正前＞
※上記体制は平成23年５月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

＜訂正後＞
※上記体制は平成23年８月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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３　投資リスク
（１）ファンドのリスク

（略）
＜訂正前＞

・当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発行体
の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。

・したがって、投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様
に帰属します。

（略）
＜訂正後＞

・投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の
皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。

・当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発行体
の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。

（略）
 
（２）リスク管理体制

＜訂正前＞
※上記体制は平成23年５月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

＜訂正後＞
※上記体制は平成23年８月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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５【運用状況】
＜更新・追加＞
以下の運用状況は2011年8月31日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 2,230,204,42099.66

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） － 7,702,978 0.34

合計（純資産総額） 2,237,907,398100.00

 

（２）投資資産
①　投資有価証券の主要銘柄
イ.評価額上位銘柄明細

国・

地域
種類 銘柄名

数量又は

額面総額

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

(円)

投資

比率(％)

日本
親投資信託受益証

券

アクティブバリュー マザーファン

ド
1,923,419,0781.19612,300,601,5601.15952,230,204,42099.66

 

ロ.種類別及び業種別の投資比率

種類 投資比率(％)

親投資信託受益証券 99.66

合　　計 99.66

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③　その他投資資産の主要なもの
該当事項はありません。
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（３）運用実績
①　純資産の推移

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円)

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

第4計算期間末 2001年10月25日 7,609 7,609 0.8531 0.8531

第5計算期間末 2002年10月25日 5,432 5,432 0.7071 0.7071

第6計算期間末 2003年10月27日 4,718 4,718 0.8318 0.8318

第7計算期間末 2004年10月25日 4,862 4,862 0.9307 0.9307

第8計算期間末 2005年10月25日 5,648 5,691 1.2969 1.3069

第9計算期間末 2006年10月25日 7,135 7,180 1.5773 1.5873

第10計算期間末 2007年10月25日 4,970 5,003 1.4917 1.5017

第11計算期間末 2008年10月27日 2,562 2,562 0.7292 0.7292

第12計算期間末 2009年10月26日 2,940 2,940 0.9451 0.9451

第13計算期間末 2010年10月25日 2,424 2,424 0.8530 0.8530

2010年 8月末日 2,362 － 0.8243 －

9月末日 2,443 － 0.8608 －

10月末日 2,388 － 0.8410 －

11月末日 2,513 － 0.8954 －

12月末日 2,631 － 0.9447 －

2011年 1月末日 2,664 － 0.9605 －

2月末日 2,774 － 1.0099 －

3月末日 2,564 － 0.9349 －

4月末日 2,469 － 0.9060 －

5月末日 2,394 － 0.8932 －

6月末日 2,396 － 0.9027 －

7月末日 2,471 － 0.9000 －

8月末日 2,237 － 0.8185 －

 
②　分配の推移

期 期間 1口当たりの分配金（円）

第4期 2000年10月26日～2001年10月25日 0

第5期 2001年10月26日～2002年10月25日 0

第6期 2002年10月26日～2003年10月27日 0

第7期 2003年10月28日～2004年10月25日 0

第8期 2004年10月26日～2005年10月25日 0.0100

第9期 2005年10月26日～2006年10月25日 0.0100

第10期 2006年10月26日～2007年10月25日 0.0100

第11期 2007年10月26日～2008年10月27日 0

第12期 2008年10月28日～2009年10月26日 0

第13期 2009年10月27日～2010年10月25日 0

当中間期 2010年10月26日～2011年4月25日 －
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③　収益率の推移
期 期間 収益率（％）

第4期 2000年10月26日～2001年10月25日 △15.86

第5期 2001年10月26日～2002年10月25日 △17.11

第6期 2002年10月26日～2003年10月27日 17.64

第7期 2003年10月28日～2004年10月25日 11.89

第8期 2004年10月26日～2005年10月25日 40.42

第9期 2005年10月26日～2006年10月25日 22.39

第10期 2006年10月26日～2007年10月25日 △4.79

第11期 2007年10月26日～2008年10月27日 △51.12

第12期 2008年10月28日～2009年10月26日 29.61

第13期 2009年10月27日～2010年10月25日 △9.75

当中間期 2010年10月26日～2011年4月25日 4.50

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間

の直前の計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末

基準価額で除して得た数に100を乗じた数です。

 
（４）設定及び解約の実績

期 期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第4期 2000年10月26日～2001年10月25日 3,000,691,938 3,477,515,491

第5期 2001年10月26日～2002年10月25日 734,238,034 1,971,014,957

第6期 2002年10月26日～2003年10月27日 247,129,642 2,257,410,679

第7期 2003年10月28日～2004年10月25日 925,462,382 1,372,963,198

第8期 2004年10月26日～2005年10月25日 2,148,077,574 3,017,398,329

第9期 2005年10月26日～2006年10月25日 2,581,558,720 2,413,171,997

第10期 2006年10月26日～2007年10月25日 934,142,527 2,125,956,293

第11期 2007年10月26日～2008年10月27日 874,835,276 691,858,484

第12期 2008年10月28日～2009年10月26日 184,086,084 587,137,166

第13期 2009年10月27日～2010年10月25日 90,660,560 360,380,069

当中間期 2010年10月26日～2011年4月25日 39,487,360 155,683,112
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（参考）アクティブバリュー マザーファンド
以下の運用状況は2011年8月31日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
 
（１）投資状況

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 2,884,382,45095.62

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） － 132,024,727 4.38

合計（純資産総額） 3,016,407,177100.00

 

その他の資産の投資状況

資産の種類 建別 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株価指数先物取引 買建 日本 53,970,000 1.79

(注)先物取引は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。

 

 

（２）投資資産
①　投資有価証券の主要銘柄
イ.評価額上位銘柄明細

国・

地域
種類 銘柄名 業種

数量又は

額面総額

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

(円)

投資

比率(％)

日本 株式
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
銀行業 269,300386.65104,125,589344.0092,639,2003.07

日本 株式 東レ 繊維製品 149,000499.5774,436,824578.0086,122,0002.86

日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 28,6002,922.8983,594,6542,734.0078,192,4002.59

日本 株式 三菱電機 電気機器 102,000817.6383,398,483760.0077,520,0002.57

日本 株式 三井物産 卸売業 56,3001,325.2574,611,8231,302.0073,302,6002.43

日本 株式 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 31,1002,447.5076,117,4982,255.0070,130,5002.32

日本 株式 コナミ 情報・通信業 22,8001,937.7844,181,4222,808.0064,022,4002.12

日本 株式 キヤノン 電気機器 17,8003,779.5967,276,7023,595.0063,991,0002.12

日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 24,0002,962.9271,110,0802,474.0059,376,0001.97

日本 株式 新日本製鐵 鉄鋼 216,000257.9755,722,969229.0049,464,0001.64

日本 株式 日立製作所 電気機器 111,000403.0044,733,000413.0045,843,0001.52

日本 株式 エヌ・ティ・ティ・ドコモ 情報・通信業 327136,628.3444,677,467138,600.0045,322,2001.50

日本 株式 三菱商事 卸売業 23,3002,009.1146,812,2631,827.0042,569,1001.41

日本 株式 住友商事 卸売業 42,0001,092.5945,888,907994.0041,748,0001.38

日本 株式 ＪＸホールディングス 石油・石炭製品 86,000479.5241,238,720482.0041,452,0001.37

日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 71522,131.1537,071,312570,000.0040,470,0001.34

日本 株式 住友金属鉱山 非鉄金属 33,0001,353.6844,671,4401,222.0040,326,0001.34

日本 株式 東映 情報・通信業 120,000344.4741,337,275328.0039,360,0001.30

日本 株式 日本電信電話 情報・通信業 10,6003,670.0038,902,0003,555.0037,683,0001.25

日本 株式 京セラ 電気機器 5,0008,260.2741,301,3507,000.0035,000,0001.16

日本 株式 積水化学工業 化学 53,000535.7528,394,910656.0034,768,0001.15

日本 株式 参天製薬 医薬品 11,4002,935.1233,460,3683,035.0034,599,0001.15

日本 株式 住友電気工業 非鉄金属 33,7001,077.6036,315,4371,015.0034,205,5001.13

日本 株式 日産自動車 輸送用機器 47,200811.5538,305,488697.0032,898,4001.09

日本 株式 オムロン 電気機器 17,1002,006.1134,304,5871,834.0031,361,4001.04

日本 株式 東芝 電気機器 93,000407.2637,875,180331.0030,783,0001.02
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日本 株式 三井不動産 不動産業 24,0001,573.5937,766,3671,282.0030,768,0001.02

日本 株式 三菱地所 不動産業 23,0001,479.9834,039,5401,254.0028,842,0000.96

日本 株式 住友倉庫
倉庫・運輸関連

業
78,000414.5932,338,400365.0028,470,0000.94

日本 株式 イハラケミカル工業 化学 95,000251.4523,887,750290.0027,550,0000.91

 

ロ.種類別及び業種別の投資比率

種類 国内／国外 業種 投資比率(％)

株式 国内 水産・農林業 0.24

  鉱業 0.61

  建設業 1.04

  食料品 0.81

  繊維製品 3.46

  化学 8.27

  医薬品 3.09

  石油・石炭製品 1.37

  ガラス・土石製品 0.92

  鉄鋼 2.34

  非鉄金属 3.35

  金属製品 1.11

  機械 4.64

  電気機器 12.77

  輸送用機器 9.22

  その他製品 0.67

  電気・ガス業 1.56

  陸運業 0.76

  海運業 0.21

  倉庫・運輸関連業 0.94

  情報・通信業 8.83

  卸売業 7.86

  小売業 4.53

  銀行業 7.84

  証券、商品先物取引業 1.64

  保険業 1.93

  その他金融業 0.66

  不動産業 3.96

  サービス業 1.01

合　　計   95.62

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。
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③　その他投資資産の主要なもの
＜有価証券先物取引等＞

資産の種類 地域 取引所 名称 建別 数量 通貨
契約額等

（各通貨）

評価額

（円）

投資

比率

(％)

株価指数先物取引 日本 東京証券取引所

東証株価

指数先物　

２０１１

年０９月

買建 7日本円 56,839,09053,970,0001.79

(注)先物取引は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。
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（参考情報） 
運用実績

2011年8月31日現在
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第２【管理及び運営】
３　資産管理等の概要
（３）信託期間

＜訂正前＞
平成24年10月25日までとします（平成９年10月31日設定）。ただし、約款の規定に基づき、信託
契約を解約し、信託を終了させることがあります。

＜訂正後＞
平成29年10月25日までとします（平成９年10月31日設定）。ただし、約款の規定に基づき、信託
契約を解約し、信託を終了させることがあります。

 
第３【ファンドの経理状況】
２【ファンドの現況】
＜更新・追加＞
　以下のファンドの現況は2011年8月31日現在です。
 

純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 2,254,653,460円

Ⅱ　負債総額 16,746,062円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,237,907,398円

Ⅳ　発行済口数 2,733,998,068口

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.8185円

 

（参考）アクティブバリュー マザーファンド

純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 3,029,225,602円

Ⅱ　負債総額 12,818,425円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,016,407,177円

Ⅳ　発行済口数 2,601,372,930口

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1595円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
＜更新・追加＞
１　委託会社等の概況
（１）資本金の額

平成23年８月末現在 資本金 17,363,045,900円
 発行可能株式総数 220,000,000株
 発行済株式総数 197,012,500株

 
●過去５年間における主な資本金の増減

年月日 変更後（変更前）

平成18年７月６日 16,223,228,400円（16,174,272,500円）

平成19年４月13日 16,287,728,400円（16,223,228,400円）

平成20年６月23日 16,403,045,900円（16,287,728,400円）

平成21年10月１日 17,363,045,900円（16,403,045,900円）
 
（２）会社の意思決定機関

・株主総会
取締役・監査役の選任および定款変更に係る決議などを行ないます。
毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主をもって、その事
業年度に関する定時株主総会において、その権利を行使することができる株主とみなし、毎年３
月31日（事業年度の終了）から３ヶ月以内にこれを招集し、臨時株主総会は必要に応じてこれ
を招集します。

・取締役会
当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行について監督します。
10名以内の取締役で構成され、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時までを任期とします。
取締役会はその決議をもって、代表取締役若干名を選定します。また、取締役中より取締役会長
および取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締役および常務取締役各若干名を定めることが
できます。

・監査役会
５名以内の監査役で構成され、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の最終の時までを任期とします。監査役会は、その決議をもって常勤の監査役を選
定します。

（平成23年８月末現在）
（３）運用の意思決定プロセス

１．投資委員会にて、国内外の経済見通し、市況見通しおよび資産配分の基本方針を決定しま
す。

２．各運用部門は、投資委員会の決定に基づき、個別資産および資産配分戦略に係る具体的な運
用方針を策定します。

３．各運用部門のファンドマネージャーは、上記方針を受け、個別ファンドのガイドラインおよ
びそれぞれの運用方針に沿って、ポートフォリオを構築・管理します。

４．トレーディング部門は、社会的信用力、情報提供力、執行対応力において最適と判断し得る
発注業者、発注方針などを決定します。その上で、トレーダーは、最良執行のプロセスに則り
売買を執行します。

５．運用に関するリスク・パフォーマンスの評価と分析および法令など遵守状況のモニタリン
グとリスクの管理については、運用部門から独立したリスク管理／コンプライアンス業務
担当部門が担当し、これを運用部門にフィードバックすることにより、適切な運用体制を維
持できるように努めています。

（平成23年８月末現在）
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２　事業の内容及び営業の概況
・「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資
信託の設定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投
資運用業）を行なっています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行なっています。
・委託会社の運用する、平成23年８月末現在の投資信託などは次の通りです。

種　類 ファンド本数
純資産額

（単位：億円）

投資信託総合計 407 73,054
 株式投資信託 341 59,875
  単位型 42 1,156
  追加型 299 58,719
 公社債投資信託 66 13,178
  単位型 49 613
  追加型 17 12,565

投資法人合計 1 29
 
３　委託会社等の経理状況
（略）
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